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第 1 章 総   則 
第 1 条（目 的） 

この就業規則は、本会社の全従業員の就業に関する事項を規定する。従業員は、個人の人格及 

び人権を尊重し、法令に定められたものの外、すべてこの規則及びこれに付随する規定に従って 

職場の秩序を保持し、誠実にその業務を遂行し進んで業務効率の向上に努めて勤務するものとする。

但し、契約社員、パートタイマー、エルダー社員、マイスター社員及び準社員については別に定める規

則によるものとし、本規則は適用しない。 

第 2 条（従業員の定義） 

この規則で従業員とは、第 6 条に定める手続を経て会社に採用され、会社の業務に従事する者をいう。 

第 3 条（異動、出張及び出向） 

1 会社は業務上の都合で、従業員に職場、職種及び職階の変更、転勤、出張及び出向を 

命ずることがある。 

2 前項の場合従業員は、正当な理由がなければこれを拒むことができない。 

3 出向期間は勤続年数に算入する。 

第 4 条（諸届出手続） 

従業員は、下記の事項に変更があったときは速かに届出るものとする。 

1 現住所  

2 扶養家族の氏名及び続柄  

3 通勤の方法 

4 学歴 

5 その他必要な事項  

第 5 条（個人情報） 

会社は、従業員より入社前並びに入社後収集した財産情報、勤務情報、技能情報、健康情報、保険情

報、家族情報、その他法令により提供が要求される情報及び社内規定中に明示されているこれらの情報

に類する個人情報について、正当な事業の用に供する目的で利用する。尚、当該目的とは、下記に列

挙するものを指すものとする。 

1 従業員の雇用管理目的 

2 従業員の福利厚生に供する目的 

3 対外的な業務遂行目的 

4 社内規定、法令の履行の用に供する目的 

5 その他従業員本人の生命、身体、財産といった重大な利益を保護する目的。但し、この場合には

必要かつ相当と認められる方法に拠るものとする。 

 

第 2 章 採   用 
第 6 条（応募者の提出書類） 

従業員採用の選考をなす場合は、あらかじめ応募者より下記の書類を提出せしめて行なう。 

但し、書類については一部を省略させることがある。 

1 履歴書（最近3ヶ月以内の写真添付） 

2 その他必要書類 

第 7 条（応募者の年齢制限） 

労働基準法第 6 章・第 56 条に基づき、応募者は満 15 歳に達した日以後の最初の 3 月 31 日 

が終了した者のみ選考するものとする。 

第 8 条（採用後の提出書類） 

従業員に採用された者は、速かに下記書類を提出するものとする。 

1 誓約書 

2 その他必要書類    

第 9 条（試用及び試用期間） 

従業員は、採用後 3 ヶ月を試用期間とする。 

但し、必要あるときは上記期間を変更することがある。     
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なお、その延長は下記の場合による。  

1 入社後3ヶ月間に出勤日数が稼動日数の8割に満たない場合   

2 その他本採用決定について、なお日時を要すると判断される場合 

試用期間後採用を確定したときは、試用期間を勤務年数に加算するものとする。 

 

 第 3 章 服 務 心 得  
第 10 条（信用保持） 

従業員は、会社の伝統と信用を重んじ会社の名誉をけがすような行為があってはならない。 

第 11 条（服務規律） 

従業員は、会社の諸規則、社命、社達に従い職制によって定められた上長の指示、命令に従って自己

の職務に精励し、上長は所属従業員の人格を尊重し、率先、その職責を遂行すると共にその模範となる

ものとする。 

第 12 条（集会の届出） 

従業員が、社内において業務外の集会及び会合等を行なう場合は、あらかじめ会社に届出て許可を受

けなければならない。 

第 13 条（職務乱用の禁止） 

従業員は、常に公私の別を明らかにし、会社の信用又は業務を利用して自己の利益を図ってはならな

い。 

第 14 条（機密の保持） 

従業員は、個人情報、会社の機密、取引先の内容を他にもらしてはならない。 

第 15 条（物品持出の禁止） 

従業員は、個人情報、会社の帳簿、図面等を許可なく他に示し或いは外に持出してはならない。 

第 16 条（収賄の禁止） 

従業員は、会社の承認なく職務に関連して慰労、謝礼その他贈与を受けてはならない。 

第 17 条（兼職の禁止） 

従業員は、会社の許可なく会社以外の業務についてはならない。 

但し、公職につく場合又は公職に立候補するときは、あらかじめ会社に届出るものとする。  

この規則で公職とは、国会議員、都道府県知事、市町村長、市町村議会議員及び法令にもとづく委員

会の委員並びにこれに準ずるものをいう。 

 

第 4 章 勤務時間及び休憩 
第 18 条（勤務時間） 

従業員の勤務時間および休憩は下記の通りとする。所定労働時間は 1 日については 7 時間 45 分、1

週間については 38 時間 45 分とする。但し就業現場の事情により就業時間を 40 時間の範囲において

変更することがある。 

また、下記時間帯以外で勤務する場合は事業所毎に別に定めるシフト表、労働条件通知書に準ずるこ

ととする。 

1 始 業   午前 8 時 30 分 

2 終 業   午後 5 時 5 分 

3 休 憩   正午より 50 分間 

第 19 条（変形労働時間制） 

1 1 ヶ月単位の変形労働時間制を採用し、所定労働時間は 1 ヶ月を平均して 1 週 40 時間 

とする。 

2 1 日の所定労働時間は 10 時間以内とし、始業・終業の時刻及び休憩時間に関しては 

個別シフト勤務表、就業条件明示書、労働条件通知書等に定める。 

但し、シフト上で月の所定労働時間（暦日数が 30 日の場合は 171 時間、31 日の 

場合は 177 時間）を超える部分については、時間外労働の扱いとする。 

3 第 1 項の変形期間は 1 ヶ月単位とし、その起算日は、毎月 1 日とする。 

4 変形労働時間制のもとで就業する従業員の範囲に関しては、 
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「1 箇月単位の変形労働時間制に関する協定届」に該当する従業員とする。 

第 20 条（フレックスタイム 適用労働者の範囲） 

1 第 18 条の規定にかかわらず、「MHR10-0330-70004 フレックスタイム制度労使協 

定」の適用者の始業及び終業の時刻については、当該従業員の自主決定に委ねられるもの 

とする。 

但し、自主決定に委ねる時間帯は、労使協定の定めるところによる。 

2 フレックスタイム制の適用者は、労使協定に定めるコアタイム時間帯は、必ず出勤し、 

所定の業務に従事しなければならない。この時間帯に勤務しなかったときの取扱は、 

労使協定の定めるところによる。 

3 フレックスタイム制の適用者の休憩時間、年次有給休暇の取扱は、労使協定の定める 

ところによる。 

第 21 条（フレックスタイム 清算時間及び総労働時間） 

1 労働時間の清算期間は 1 ヶ月とし、毎月 1 日を起算日とする。 

2 清算期間における総労働時間 は以下とする。 

清算期間における総労働時間＝7 時間 45 分 × 1 ヶ月の所定労働日数 

但し、清算期間を平均し 1 週間の労働時間が 40 時間以内となるように総労働時間を 

定める。 

第 22 条（休  憩） 

従業員は、休憩時間を自由に利用することができる。 

但し、外出する場合は所属長に届出するものとする。 

第 23 条（勤務時間中の業務外活動） 

業務外活動は勤務時間外に行なう。 

但し、止むを得ず勤務時間中に行なうときは会社の承認を要する。 

第 24 条（勤務時間、休憩及び休日の適用除外） 

第4章第18条に定める勤務時間、休憩及び第7章第36条に定める休日の条項については下記の者に

は適用しないことがある。 

1 監視または断続的労働に従事する者で行政官庁の認定を受けた者 

2 管理・監督の地位にある者 

 

第 5 章 時間外及び休日勤務 
第 25 条（時間外及び休日勤務） 

業務の都合により第 18 条及び第 36 条の規程にかかわらず、時間外及び休日労働に関する協定に基

づき、本人の同意の上で時間外又は休日に勤務させることがある。 

第 26 条（育児・介護のための時間外労働の制限） 

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員が当該子を養育するため又は要介護状態にあ

る家族を介護する従業員が当該家族を介護するために従業員が請求した場合においては、第 24 条の

規程及び時間外及び休日労働に関する協定にかかわらず、事業の正常な運営に支障がある場合を除

き、1 ヶ月に 24 時間、1 年で 150 時間を超えて時間外労働を行なわせない。 

1 以下に該当する従業員は上記にかかわらず請求することができない。 

①勤続1年未満の従業員 

2 請求しようとする者は、1回につき、1ヶ月以上1年以内の期間について、制限を 

開始しようとする日及び制限を終了しようとする日を明らかにして、原則として制 

限開始予定日の1ヶ月前までに、所属長を通して会社に請求するものとする。 

第 27 条（育児・介護のための深夜業の制限） 

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員が当該子を養育するため又は要介護状態にあ

る家族を介護する従業員が当該家族を介護するために従業員が請求した場合においては、第24条の規

程及び時間外及び休日労働に関する協定にかかわらず、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、

午後10時から午前5時までの間に労働を行なわせない。 

 1 以下に該当する従業員は上記にかかわらず請求することが出来ない。 
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①勤続１1年未満の従業員 

②深夜においてその子を常態として養育できるまたは、その対象家族を常態として介護 

できる同居の家族がいる従業員 

③所定労働時間の全部が深夜にある従業員 

2 請求しようとする者は、1回につき、1ヶ月以上6ヶ月以内の期間について、制限を開始しようとする日

及び制限を終了しようとする日を明らかにして、原則として制限開始予定日の1ヶ月前までに、所

属長を通して会社に請求するものとする。 

 

第6章  出退社、欠勤、遅刻、早退及び外出 
第 28 条（出社） 

従業員は、定刻までに出社し就業の準備を完了し勤務時間を厳守するものとする。 

第 29 条（入門禁止事由） 

会社は、従業員が下記の事項に該当するときは、入場を禁止又は退場させることがある。 

1 酒気をおびた者 

2 会社の風紀秩序をみだす者 

3 業務に不必要な危険物をもっている者 

4 衛生上有害と認められる者 

5 出勤停止中の者 

6 その他前各項に準ずる者 

第 30 条（早退及び私用外出） 

私傷病その他やむを得ない私用により早退または外出しようとするときは、所定の手続きにより原則とし

て事前に所属長の許可を得るものとする。 

第 31 条（出社前の公用） 

社用のため定時に出社できない場合は、あらかじめ所定の手続きにより原則として事前に所属長の許可

を得るものとする。但し、緊急の場合は電話連絡により承認を得るものとする。 

第 32 条（特別遅刻） 

遅刻の原因が交通事故その他不可抗力によると認められる場合は、これに関する証明書を会社に提出

することにより遅刻扱としない。 

但し、証明書受領が困難な場合は管理センター所長の判断により証明書の提出がなくても遅刻扱いとし

ない。 

第 33 条（退  社） 

退社するときは、自己の職場及び周囲を整理点検の上退場するものとする。 

第 34 条（欠  勤） 

病気その他止むを得ない事由により欠勤しようとするときは、特殊事情ある場合の外、あらかじめその理

由及び欠勤予定日数を所定の手続きにより、所属長に届出るものとする。欠勤が引続き1週間を超える

ときは、その理由を証明する書面又は医師の診断書を添えるものとする。 

但し、この場合会社の指定する医師に診断させることがある。 

第 35 条（出退社時の記録） 

出退社及び出張のための入出門に際しては、所定の出勤票に自ら時刻を記録し又は捺印するものとす

る。但し、会社の特別の指示がある場合はこの限りではない。 

 

第 7 章 休日及び休暇 
第 36 条（休  日） 

従業員の休日は下記の通りとする。 

但し、変形労働時間制を採用した場合や出向先、派遣先で就業する従業員に関しては毎週1日の法定

休日を与えることとし、個別勤務表に定める。 

1 法定休日として毎日曜日 

2 その他の休日は次の通りとする 

イ 国民の祝祭日 
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ロ メーデー 

ハ 年末年始(12月30日から1月3日まで) 

ニ その他会社が定める休日 

第 37 条（年次有給休暇） 

前年度の出勤率が 8 割以上の者、もしくは入社後 6 ヶ月を経過した者に対し下記条件に従い 

年次有給休暇を与えるものとする。 

 

1 年次有給休暇発生基準日は、4月～9月に入社した者は10月1日を基準日とし、10月～3月に入社

した者は4月1日を基準日とする。 

その4月か10月を基準として年次有給休暇付与日数表に順じて年次有給休暇を 

与える。 

※2023年5月1日以降入社の者に適用する。 

ただし、2021年6月30日以前に入社した者はこの限りではない。 

 

【年次有給休暇付与日数表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 年次有給休暇の残日数は、当年発生分に限り翌年に繰越使用することができる。 

一昨年分については消滅する。 

3 保有するすべての年次有給休暇は、1日を2回に分割して使用することができる。 

4 1回の使用単位は、①始業から昼休みまで②昼休みから終業までとする。 

5 年次有給休暇は緊急の場合を除き、休暇取得申請書を事前に提出することにより 

取得することが出来る。 

第 38 条（年次有給休暇請求手続） 

年次有給休暇を受けようとする者は、事前に所定の手続きにより所属長に申し出るものとする。 

但し、業務の都合により期日を変更させることがある。 

第 39 条（欠勤の振替） 

    病気その他止むを得ない事情により欠勤した場合で、本人より速やかに申し出があり、 

所属長が正当な理由による欠勤と認めた場合は、年次有給休暇の限度において、欠勤から年次 

有給休暇へ振替えることができる。 

第 40 条（特別休暇） 

従業員は、下記の場合に会社の承認を得て特別休暇をうけることができる。 

1 結婚休暇 

イ 本人結婚のとき                  5日以内( 有給 ) 

ロ 子女結婚のとき                  2日以内( 有給 ) 

2 出産休暇（配偶者の出産のとき）            3日以内( 有給 ) 

3 忌引休暇                         

イ 父母、配偶者、配偶者父母又は子が死亡したとき   5日以内( 有給 ) 

    但し、事情により止むを得ない場合は、会社に申出て許可を得たとき、 

7日まで延長することができる。 

  ロ 祖父母又は本人の兄弟姉妹が死亡したとき      3日以内( 公休 ) 

  ハ 前二項に該当しない三親等以内の親族又は姻族の喪に服するとき 

                                 2日以内( 公休 ) 

入社後 6 ヶ月 ： 10 日 

勤続 1 年を超えた基準日 ： 11 日 

勤続 2 年を超えた基準日 ： 12 日 

勤続 3 年を超えた基準日 ： 14 日 

勤続 4 年を超えた基準日 ： 16 日 

勤続 5 年を超えた基準日 ： 18 日 

勤続 6 年を超えた基準日 ： 20 日 
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  ニ 父母、配偶者又は子の法要を営むとき        1日  ( 公休 ) 

 4 公傷病休暇                             

業務上負傷し又は病気にかかり医師の診断書を提出して会社が承認したときはその期間 

                                 3日まで    ( 有給 ) 

  

5 赴任休暇( 転勤を命ぜられたとき )       

イ 単身赴任のとき            赴任移動日数をふくみ4日以内( 有給 ) 

ロ 家族同伴のとき            赴任移動日数をふくみ6日以内( 有給 ) 

6 隔離休暇 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律その他関係法令に基づ 

き、就業制限、入院勧告、外出自粛要請等を受け、就業することができない期間   ( 有給 ) 

7 女性従業員は、会社に申し出ることにより、下記の母性健康管理の措置を受けること 

ができる。 

イ 産前産後休暇 

本人から申し出があった場合、女性従業員に対し産前6週間（多胎妊娠の場合14週間）及

び産後8週間（但し、産後6週間を経過した女性従業員が請求した場合において、その者に

ついて医師が支障がないと認めた期間を除く）の休暇を与える。 

休暇期間中の給与は無給の扱いし、賞与に関しては欠勤控除の対象とする。 

ロ 生理休暇 

女性従業員が生理日に働くことが著しく困難な場合、本人の請求により会社は休暇を与え

る。1ヶ月に2日以内は公休とするが、2日を超える日数は無給扱いとする。 

ハ 妊娠中の通院休暇 

妊娠している女性従業員より請求があった場合、生理休暇に代わるものとして休暇を与え

る。1ヶ月に2日以内は公休扱いとする。 

ニ 休憩の措置 

妊娠中の女性が、勤務中、業務に負担を感じる場合は、本人の請求により適宜休憩するこ

とを認める。 

      ホ その他 

        上項のほか男女雇用均等法における母性健康管理の措置を講じる。（ 無給 ） 

8 公務休暇      

イ 公職選挙における投票権を行使するときはその必要とする時間 ( 有給 ) 

ロ 公務につく場合又は公職に立候補するときはその必要とする期間 ( 無給 ) 

ハ 証人又は鑑定人として裁判所に出頭するとき又はその他これに準ずるときはその必 

要とする日数                       ( 公休 ) 

         ニ 裁判のために裁判員候補者に選ばれ裁判員を選ぶための手続きで裁判所に出頭する 

            とき、および裁判員として公判、評議、評決、判決、宣告等に従事するときはその 

        必要日数                         （ 公休 ） 

9 その他の休暇 

その他会社が必要と認めたときはその必要日数          ( 公休 ) 

 

第8章  出 張 
第 41 条（出張手続） 

出張を命ぜられた者は、あらかじめ所定の手続きにより所属長の承認を得るものとする。 

第 42 条（出張の報告） 

遠距離出張した者は、帰着後 3 日以内に出張に関する報告をしなければならない。 

但し、長期出張した者は、1 週間に 1 回以上所属長に報告するものとする。 

第 43 条（出張中の予定変更手続） 

出張中に用務の都合又は止むを得ない事情により出張予定を変更する場合は、あらかじめ( 緊急のとき

は電話、E メール）所属長の承認を得るものとする。 



マイスティアヒューマンリレーションズ株式会社 

文書名： 就業規則  人事規則集 

  作成部署：管理センター 

   保管部署：管理センター 

文書番号： MHR10-0330-70001-07  全項数：18  

 

8 

第 44 条（出発・帰着日の扱い） 

出張の出発または帰着の当日は、出張先の出退社時刻が勤務時間中であっても所属長の承認を得たと

きは定時間勤務の扱いとする。 

第 45 条（出張旅費） 

出張旅費については、別に定める旅費規程によるものとする。 

 

第9章  給与及び退職金 
第 46 条（給  与） 

従業員の諸給与については、別に定める給与規程によるものとする。 

第 47 条（退 職 金） 

従業員の退職金については、別に定める退職金規程によるものとする。 

 

第10章  慶弔見舞金 
第 48 条（慶弔見舞金） 

従業員に慶弔等のあったときは、別に定める慶弔金規程並びに傷病見舞金規程により慶弔見舞金及び

傷病見舞金を支給する。 

 

第11章  休職、休業、退職及び解雇 
第 49 条（休  職） 

会社は、従業員が下記の事項に該当するときは休職を命ずる。 

但し、業務上の傷病により治療中の者はこの限りではない。 

尚、育児休業ならびに介護休業については、別に定める育児休業に関する協定書ならびに介護休業

に関する協定書の定めるところによる。 

1 私傷病休職 

医師の診断書指示に従い休職するものとする。 

2 自己休職 

傷病以外の自己の都合により引続き欠勤1ヶ月を経過したとき 

3 公務休職 

公職就任のため職務に専念できないとき 

4 その他の休職 

会社が業務上必要と認めたとき 

第 50 条（休職期間） 

休職期間は下記の通りとする。 

1 私傷病休職の場合 

イ 勤続1年未満の者        2ヶ月間 

ロ 勤続3年未満の者        6ヶ月間 

ハ 勤続3年以上の者        1年間 

ニ 結核の場合           3年間 

  但し、第50条1-イ項に該当した場合には、 

3ヶ月間の範囲で延長することができる。 

2 自己休職の場合           2ヶ月間 

3 公務休職の場合           その任期間 

4 その他の休職の場合         必要と認めた期間 

第 51 条（復職及び休職期間の勤続年数への算入） 

復職及び休職期間の勤続年数への算入は下記の通りとする 

1 休職の理由が消滅したときは復職させる。休職期間は勤続年数に算入しない。但し、会社都合 

よる休職期間、労使協定において勤続年数に算入することを認めている休職についてはその限

りではない。               
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2  私傷病休職の場合には医師の診断書を提出しなければならない。 

第 52 条（休職期間の延長） 

特に会社が認めたときは、第 50 条の規定にかかわらず休職期間を延長することがある。 

第 53 条（休職期間中の給与） 

休職期間中の給与は、別に定める給与規程による。 

第 54 条（休 業） 

1 派遣契約による就業をしている従業員について、労働者派遣契約の契約期間内に労働派遣契約が終

了したとき、次の派遣先を見つけられない等、会社の責めに帰すべき事由により一定期間の継続又は断

続した自宅待機による休業を命ずることがある。 

2 前項の休業（自宅待機）が相当期間に及び、次の各号の事情を総合的に勘案しても、なお雇用の継

続が著しく困難であると会社が判断した場合には、解雇を検討することがある。 

（1）派遣先の確保が著しく困難な状況にあること 

（2）配置転換その他雇用維持のための措置を尽くしたこと 

（3）従業員個別の事情および生活への影響を十分に考慮したこと 

3 前項による解雇は、社会通念上やむを得ない場合に限り、関係法令を遵守し、慎重に判断するものと

する。 

第 55 条（休業期間中の給与） 

前条の休業期間中は労働基準法に定める休業手当を支給する。 

第 56 条（退  職） 

従業員が退職を希望するときは、2 週間前迄にその理由を記載した退職願を所属長経由で会社に提出

し、所定の手続きを済ませるものとする。 

第 57 条（定年退職） 

1 従業員の定年は満61才の誕生日の前日とし、定年に達した日をもって退職とする。ただし、定年に達

した者が引続き勤務を希望する場合、解雇事由又は退職事由に該当しない者については、エルダ

ー社員就業規則及びマイスター社員就業規則の労働条件を本人が確認の上で選択できるものと

し、エルダー社員又はマイスター社員として継続雇用する。 

第 58 条（解  雇） 

会社は従業員が下記の事由に該当したときは解雇することができる。 

1 医師の診断にもとづき精神または身体の障害により勤務に耐えられないと認めたとき 

2 休職期間が満了しなお出勤が不可能と認めたとき 

3 刑事事件で有罪が確定し、会社が解雇を妥当と認めたとき 

4 その他前各項に準ずる程度の止むを得ない理由又は事業経営上止むを得ない都合があるとき 

第 58 条‐2（解雇予告） 

会社が従業員を解雇する場合、次の各号に該当する者を除き、30 日前に予告し、または平均賃金の 30

日分に相当する解雇予告手当を支給する。 

1 日々雇用される者（1 か月以上雇用された場合を除く） 

2 2 か月以内の期間を定めて雇用される者 

3 試用期間中の者（14 日を超える場合を除く） 

4 第 72 条の懲戒解雇の事由に該当する行為のあった者で、所轄労働基準監督署長に認定を受け 

た場合。 

5 天災その他不可抗力による事業継続が不可能な場合、所轄労働基準監督署長の認定を受けた場 

合は解雇予告を免除する。 

 

第12章  教 育 
第 59 条（教  育） 

従業員は、技術、知識の向上、技能の錬磨のため、会社の教育計画によって教育を受けることがある。 

第 60 条（キャリアアップに資する教育訓練） 

1 会社は、すべての派遣従業員に対して、キャリアアップに資する知識を高め、技術の向上を図るため

必要な教育を行なう。 
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2 派遣従業員は、会社が行なう教育の受講を命じられたときは、正当な理由なくこれを拒むことはできな

い。 

3 キャリアアップに資する教育訓練は、原則として所定労働時間内に実施するものとする。訓練が所定

労働時間外に及ぶときは、所定外労働として賃金を支給する。また、会社の休日に行なわれるとき

は、あらかじめ他の労働日と振り替える、若しくは休日労働として賃金を支給する。 

4 キャリアアップに資する教育訓練は、原則として会社の事業所内で行なうこととするが、やむを得ない

理由がある場合は、キャリアアップに資する自主教材の提供または e ラーニングの活用等により、教

育訓練を行なう場合がある。会社の事業所外で行なう教育訓練については、当該教材の学習また

は e ラーニングに必要とされる時間数に見合った手当の支給を行なうこととする。 

5 キャリアアップに資する教育訓練において、次のいずれかに該当する者は、受講済みであるとして取

扱うこととする。 

イ 過去に同内容の教育訓練を受けたことが確認できる者 

ロ 当該業務に関する資格を有している等、明らかに十分な能力を有している者 

 

第13章  安全衛生 
第 61 条（安全衛生に関する遵守事項） 

従業員は、会社内の災害を予防し健康的な作業環境を保持するため、安全衛生に関する諸規程 

を守り、相協力して作業をしていかなければならない。  

第 62 条（非常災害時の処置） 

火災その他非常災害の発生を発見し又はその危険のおそれがあることを知ったときは、臨機の処置をと

ると共に従業員相協力して、その被害を最小限にとどめるようつとめなければならない。 

第 63 条（業務上の傷病の届出） 

業務上負傷し又は病気にかかったときは、所属長を経て管理センター所長に届出るものとする。 

第 64 条（伝染病の届出） 

従業員は、本人同居の家族又は同居人が伝染病にかかり又はその疑のあるときは、直ちにその旨を管

理センター所長に届出て適当な予防措置を受けるものとする。 

第 65 条（衛生上の就業禁止） 

会社は、従業員に対して安全衛生上必要と認めたときは、医師の診断により就業を禁止することがある。 

第 66 条（定期健康診断） 

従業員は、年一回以上会社の行なう健康診断を受けなければならない。 

第 67 条（危険有害業務の就業制限） 

    労働基準法第 64 条の 3 に基づき、妊娠中の女性及び産後 1 年を経過しない女性を、重量物を取り扱 

う業務、有害ガスを発散する場所における業務その他妊娠、出産、哺育等に有害な危険有害業務に従 

事させてはならない。 

 

第14章  災害補償 
第 68 条（災害補償） 

従業員が、業務上負傷、疾病、廃疾又は死亡したときは、この章の定めるところにより補償を行なう。但

し、補償を受けるべきものが、同一の理由について労働者災害補償保険法によって保険給付を受けるべ

き場合は、その価額の限度において補償を行なわない。 

この規定による補償をおこなった場合、同一の理由についてその価額の限度において民法による損害

賠償を行なわない。 

第 69 条（補償費の給付） 

会社は、従業員が業務上負傷又は病気にかかったときは、労働基準法及び法令の定めるところにより、

療養補償、休業補償、障害補償、遺族補償、打切補償及び葬祭料の給付を行なうものとする。 

第 70 条（休業補償及び障害補償の例外） 

従業員が、下記の事項に該当する原因で業務上負傷し又は病気にかかった場合、行政官庁の認定を

受けて休業補償又は障害補償を行なわないことがある。 

1 本人の故意又は重大な過失によるとき 
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2 本規則に違反したとき 

 

 

第15章  表 彰 
第 71 条（表彰の種類） 

従業員の表彰は下記の通りとし審査の上表彰する。 

1 永年勤続表彰 

2 提 案 表 彰 

第 72 条（永年勤続表彰） 

従業員で毎年 7 月 1 日に至る 1 年間に下記の勤続年数に達し、勤務成績優良なる者に対し新年度初

日に表彰する。但し、表彰時点で在籍している者に限る。 

1 10 年 

2 20 年 

3 30 年 

第 73 条（提案表彰） 

従業員の会社業務範囲に属する新規の提案に対する表彰および取扱いについては別に定める提案制

度規定による。 

第 74 条（功労表彰） 

    功労表彰制度は廃止とする。 

第 75 条（篤行表彰） 

篤行表彰制度は廃止とする。 

第 76 条（表彰の方法） 

第71条の表彰は、下記の事項の一又は二以上を併せて行なう。 

1 賞状授与 

2 賞品又は賞金の授与 

3 特別昇進 

 

第 16 章 懲   戒 
第 77 条（懲  戒） 

懲戒処分については以下の通りとする。        

1 譴責（始末書を提出させ、将来を戒める） 

次の各号の一に該当するときは、原則として譴責に処する。但し、情状によっては訓戒にとどめ

ることがある。 

① 再度の訓戒にもかかわらず、改悛の情がないとき 

② みだりに職場を離れたとき 

③ 就業に関する諸規則、通達、通知に故なく違反し、また所定の手続きを怠ったとき 

④ 職場の風紀を乱したとき 

⑤ 安全、衛生に関する規則または指示に違反したとき 

⑥ その他前各号に準ずる程度の不都合な行為があったとき 

2 減給または出勤停止 

（減給：始末書を提出させ、賃金を減ずる。但し、1回の減給が平均賃金1日分の半額、総額が1

ヶ月の賃金の10分の1を超えないものとする。出勤停止：始末書を提出させ、10日間以内の期間

就業を禁止して謹慎させる。その期間の賃金は支給しない。） 

次の各号の一に該当するときは、原則として出勤停止または減給に処する。 

但し、情状によっては譴責にとどめることがある。 

① 正当な理由なく、または所定手続きを怠ってしばしば遅刻、早退、私用外出、 

欠勤したとき 

② 会社構内でけんか口論をし、または暴力を行使したとき 

③ 他の従業員を強要して欠勤、遅刻、早退させたとき 
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④ 正当な理由なく会社の指示、命令に反抗し、従わなかったとき 

⑤ 会社構内で賭博、風紀秩序びん乱、許可なく物品の売買その他これに類する行為 

をしたとき 

⑥ みだりに職場を離れ、職場の秩序を乱したとき 

⑦ 就業に関する所定手続きを怠り、または偽りをなし、その情状が重いとき 

⑧ 許可なく会社の物品を持ち出し、または持ち出そうとしたとき 

⑨ 会社構内で許可なく私物を作成、または修理し、もしくは他人にこれをさせたとき 

⑩ 過失により会社財産を毀損、または紛失したとき 

⑪ 会社構内で許可なく張り紙、または掲示を行なったとき 

⑫ 業務上の怠慢または監督不行き届きにより災害、傷害その他の事故を発生させたとき 

⑬ 故意または重大な過失により職制を乱したとき 

⑭ その他前各号に準ずる程度の不都合な行為があったとき 

3 諭旨解雇または懲戒解雇 

（諭旨解雇：退職願の提出を勧告し、退職させる。懲戒解雇：行政官庁の認定を受け、即時解雇

するかまたは、認定を受けないときは、労働基準法第20条の手続きにより解雇する。） 

次の各号の一に該当するときは、原則として諭旨解雇または懲戒解雇に処する。 

但し、情状によっては出勤停止または減給にとどめることがある。 

① 正当な理由なく、または無届けで欠勤が引き続き2週間に及んだとき 

② 職場、職種および職階の変更、転勤、出張及び出向の命令を正当な理由なく拒んだとき 

③ 他人に暴行、脅迫、傷害、侮辱等を行ない、または業務を妨害したとき 

④ 許可なく在籍のまま会社以外の業務につき、会社の利益に反する業務に従事したとき 

⑤ 業務を利用して私利を図り、または不当に金品を授受したとき 

⑥ 不正に会社の公金を消費したとき 

⑦ 重要な経歴を偽り、またはその他の不正な方法をもって雇い入れられたとき 

⑧ 会社構内で許可なく集会、演説、文書印刷物の配布、募金、署名その他これに類する行 

為をしたとき 

⑨ 故意または重大な過失により会社の財産を毀損、または紛失して会社に著しい損害 

を与えたとき 

⑩ 会社構内で秩序を乱したり、作業効率を阻害したり、または許可なく政治活動もしくは 

宗教活動を行なったとき 

⑪ 故意または重大な過失により会社に不利益をもたらしたとき 

⑫ 故なく所属長または関係職制の命令に従わないとき、または職制に対して中傷誹謗 

を行なったとき 

⑬ 会社に不利益となる演説を宣伝流布したとき、または会社に対し非協力的言動画策 

をして正常な運営を妨害し、または妨害しようとしたとき 

⑭ 故意または重大な過失により会社の経営に重大な支障を与えたとき 

⑮ 刑罰、交通法規に触れる重大な行為があり、犯罪事実が明白なとき 

⑯ 会社の機密、個人情報を漏洩し、または漏らそうとしたとき 

⑰ 他人のものを窃取し、または窃取しようとしたとき 

⑱ 安全衛生の確保に関する安全衛生関係者の指示を故なく拒んだとき 

⑲ 数回の懲戒を受けてもなお改悛の見込みがないとき 

⑳ その他前各号に準ずる程度の不都合な行為があったとき 

第 78 条（懲戒委員会） 

第 77 条の内第 2 項より第 3 項までの処分を行なうとき会社は、懲戒委員会に諮るものとする。 

当該従業員は、懲戒委員会において弁明の機会を求めることができる。但し、懲戒委員会については

別に定めるものとする。 

第 79 条（損害の弁償） 

従業員が会社に損害を与えたときは弁償させることがある。 
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第 17 章 職 場 環 境 
第 80 条（セクシャル・ハラスメント） 

従業員は性的な言動により、他の労働者に不利益や不快感を与えたり、就業環境を害するようなことをし

てはならない。 

第 81 条（パワーハラスメント） 

    従業員は職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を背景にした、業務の適正な範囲を超 

える言動により、他の労働者に精神的・身体的苦痛を与えたり、就業環境を害するようなこと 

をしてはならない。 

第 82 条（妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラスメント） 

従業員は妊娠・出産等に関する言動及び妊娠・出産・育児・介護等に関する制度又は措置の利 

用に関する言動により、他の労働者の就業環境を害するようなことをしてはならない。 

第 83 条（その他あらゆるハラスメント） 

第 80 条から前条までに規定するもののほか、性的指向・性自認に関する言動によるもの 

など職場におけるあらゆるハラスメントにより、他の労働者の就業環境を害するようなことを 

してはならない。労働者の国籍・信条又は社会的身分等を理由とした、賃金・労働時間・その 

他の労働条件の差別的取扱いをしてはならない。 

第 84 条（相談・苦情） 

管理センター担当役員は、第 80 条及び第 81 条についての相談・苦情窓口担当者を任命する。 

第 85 条（相談・苦情窓口利用者等の保護） 

   窓口利用者は匿名での利用を可能とする。管理センター担当役員は、窓口利用者に対して、窓口に通

報又は相談したことを理由として、不利益取扱いを行なってはならない。 

第 86 条（専門委員会） 

従業員が、第 80 条及び第 81 条に違反した場合は専門委員会にて事実関係の確認をする。但し専門

委員会については別に定めるものとする。 

 

第18章  付 則 
第 87 条（規則の施行） 

本就業規則は 2016 年 1 月 1 日より実施する。 

（2008 年 7 月 1 日施行） 

 

（付録）PC破損、紛失及び盗難発生における従業員実費弁償の判断基準 

不注意の程度 従業員実費負担率 

従業員に非がないと判断できる場合、または初回（過去に破損、紛失及

び盗難を発生させたが 2 年以上経過している場合を含む） 
0% 

過去 2 年間に従業員に非があると認められる破損、紛失及び盗難を発生

させた者が、再度従業員に非があると認められる破損、紛失及び盗難を

発生させた場合 

50% 

過去 2 年間に従業員に非があると認められる破損、紛失及び盗難を 2 回

以上発生させた者が、再度従業員に非があると認められる破損、紛失及

び盗難を発生させた場合、または従業員の故意または重大な過失により

破損、紛失及び盗難を発生させたと判断される場合 

100% 
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改訂来歴 

日付 改訂番号  理由  作成 承認 

2008/07/01 -01 会社設立に伴い、新規制定する。 立川 弘 小林 貴人 

2008/10/17 -02 第 17 条 派遣先、出向先での業務に従事する従業員の項目を追加

した。 

第 18 条を変形労働時間制の記載に変更した。 

第 35 条 変形労働時間制、派遣先、出向先の業務に従事する従業

員の休日についての記載を追加した。 

立川 弘 小林 貴人 

2008/11/20 -03 第 18 条 2 月の所定労働時間の記載を追加した。  立川 弘 小林 貴人 

2010/08/19 -04 年次有給休暇の記載方法を変更した。 立川 弘 小林 貴人 

2011/08/19 -05 第 18 条 2 所定労働時間を「10 時間」から「10 時間以内」へ変更し

た。 

廣瀬 麻衣 小林 貴人 

2012/04/19 -06 第 47 条 当社では退職年金、退職一時金は運用していないため削

除。第 55 条 定年退職後の再雇用先について、アルバックエルダー

株式会社から当社嘱託社員へと変更した。 

廣瀬 麻衣 小林 貴人 

2013/4/16 -07 第 27 条 勤務時間について、“派遣先、出向先で業務に従事する従

業員に関しては”を“下記時間帯以外で勤務する場合は”へ変更し

た。第 55 条 高年齢者雇用安定法の改正に伴い、定年退職後に引

き続き嘱託社員として勤務した者の退職日を“満 65 才の誕生日を迎

える日の前々日”から“前日”へと変更した。また、再雇用する場合の

基準を追記した。 

足立 麻奈美 小林 貴人 

2013/12/17 -08 第 19 条、第 20 条（フレックスタイム）について当社にて導入を開始

するため、“削除する”から第１９条（フレックスタイム 適用労働者の

範囲）、第 20 条（フレックスタイム 清算時間及び総労働時間）へと内

容を変更した。 

廣瀬 麻衣 小林 貴人 

2014/1/24 -09 第 18 章 第 80 条～82 条正社員登用を追加した。 足立 麻奈美 小林 貴人 

2015/1/23 -10 第36条（年次有給休暇）【年次有給休暇付与日数表】において、入

社日に3日付与し、入社半年後に7日付与することへ変更。また、入

社日付与に伴い“1、年次有給休暇発生基準日は、4月～9月に入社

した者は４月を基準日とし、10月～3月に入社した者は10月を基準と

する。”へ変更した。 

適用は 2015 年 4 月 1 日とする。 

廣瀬 麻衣 小林 貴人 

2016/01/21 -11 エルダー社員区分の新規制定に伴い、第55条（定年退職）1 定年

に達した者が引続き勤務を希望する場合として、“エルダー社員”を

追加した。3項を追加し、“再雇用の条件に関しては、エルダー社員

就業規則または嘱託社員規程によるものとする”とした。 

本就業規則は2016年1月1日より実施する。 

廣瀬 麻衣 小林 貴人 

取締役会 

2016/11/18 -12 派遣法改正に伴い、第 54 条（休 業）、第 55 条（休業期間中の給

与）、第 60 条 （キャリアアップに資する教育訓練）を追加した。条文

追加により条文番号を繰り下げた。 

近藤 かおり 小林 貴人 

取締役会 
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2017/01/19 -01 文書番号体系の見直しにより、旧文書番号 UHR10-0330-20001-12

を変更し、新規発行した。 

立川 弘 小林 貴人 

取締役会 

2017/03/23 -02 第 76 条（表彰の方法）「第 67 条の表彰」は、下記の事項の一又は二

以上を併せて行なう。を「第 70 条の表彰は」に改訂した。第 78 条（懲

戒委員会）「第 74 条の内」第 2 項より第３項までの処分を行なうとき

会社は、懲戒委員会に諮るものとする。を「第 77 条の内」に改訂し

た。第 81 条（相談・苦情）総務人事担当役員は、「第 77 条について」

の相談・苦情窓口担当者を任命する。を「第 80 条について」に改訂

した。第 82 条（専門委員会）従業員が、「第 77 条に違反した」場合

は専門委員会にて事実関係の確認をする。を「第 80 条に違反した」

に改訂した。 

立川 弘 小林 貴人 

取締役会 

2018/07/26 -03 第 1 条（目的）但し、別に定める規則によるものとするに、パートタイ

マー、エルダー社員、嘱託社員、準社員を追加、特務社員を削除。 

第６条（応募者の提出書類）２項最終学校卒業証明書、3 項同成績

証明書、4 項健康診断書を削除し 5 項を 2 項へ繰り上げ。 

第 7 条（採用後の提出書類）2 項その他必要書類を追加。 

第 8 条（試用及び試用期間）2 項「試用期間終了後、継続して従業

員と勤務させることが不適当と認められるものについては採用を取り

消すことがある。」を削除し、3 項を 2 項へ繰り上げ。 

第 22 条（勤務時間中の労働組合活動）「労働組合活動」を「業務外

活動」へ変更。 

第 29 条（早退）を（早退及び私用外出）に変更、条文も「早退または

外出しようとするとき」に変更。 

第 31 条（特別遅刻）証明書受領が困難な場合について追記し、条

文を変更。 

第 37 条（年次有給休暇の個人別計画付与）削除。 

第 39 条（欠勤の振替）「適用せず条文削除」から条文を記載し追加。 

第 40 条（特別休暇）5 項赴任休暇で「旅行日数」を「赴任移動日数」

へ変更。 

7 項ニ項その他（休憩の措置）を、休憩の措置へ変更、ホ項としてそ

の他を追加。 

8 項ニ項を追加。 

第 42 条（出張の報告）条文の「所定の出張報告書により」を削除、但

し書きの「据付、試運転、その他現場作業のため」と「出張中所定の

作業日報により」を削除。 

第 43 条（出張中の予定変更手続）条文の「会社」を「所属長」へ変

更。 

第 44 条（出発・帰着日の扱い）条文の「上司」を「所属長」へ変更。 

第49条（休職）1項私傷病休職イ項「私傷病のため3ヶ月以上の入院

加療を必要とするとき」を削除しロ項をイ項に繰上げロ項を新たに追

加。 

第 56 条（退職）「所属長を経て」を「所属長経由で」に文言変更。 

第 70 条（表彰の種類）3 項発明考案表彰を削除、４項５項をそれぞ

れ繰り上げ。 
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第 71 条（永年勤続表彰）毎年「1 月 1 日」を「7 月 1 日」へ、「創立記

念式典にて」を「新年度初日」に変更、「但し、表彰時点で在籍してい

るものに限る」を追記。 

第 73 条（発明考案創作表彰）を削除。 

第 74 条(功労表彰)「創立記念式典」を「新年度初日」へ変更 

第 75 条(篤行表彰)「創立記念式典」を「新年度初日」へ変更 

第 80 条（セクシャル・ハラスメント）条文を変更。 

第 79 条（パワーハラスメント）を追加。 

第 18 章 正社員登用 第 84 条から第 86 条を削除。 

※条文番号については、変更削除は前番号で新規は新番号で記

載。条文の追加削除により条文番号変更した。 

2018 年 8 月 1 日より実施する。 

2019/1/25 -04 第 25 条 1 項 以下に該当するする従業員は請求できないとした。②

を削除 

2 項 2 週間を 1 ｹ月前へ変更した。 

第26条1項 ②深夜においてその子を常態として養育できるまたは、

その対象家族を常態として介護できる同居の家族がいる従業員へ変

更した。 

③ 所定労働時間の全部が深夜にある従業員 

を追加した。 

2項2週間前を１ｹ月前へ変更した。 

第 80 条、第 81 条を追加し、旧第８０条以下を第 82 条以下に繰り下

げる。 

田中 泉 田中 泉 

取締役会 

2021/9/30 -01 文書番号体系の見直しにより、旧文書番号 UHR10-0330-70001-04

を MHR 版に修正し、新規発行。 

柳原伸一 右田耕一 

 

2021/10/26 -02 第 48 条（休職） 

1 項 私傷病休職 イ項 「私傷病のため引続き欠勤が 3 ヶ月を経過し

たとき」 ロ項 「類似の事由による私傷病による欠勤が過去 1 年間で

通算して 60 日を超過したとき」を削除し「医師の診断書指示に従い休

職するものとする。」という文言へ変更した。 

杉山由香里 右田耕一 

 

2022/7/26 -03 第 7 条（応募者の年齢制限）を追加した。 

第 9 条（試用及び試用期間）試用期間 6 ヶ月を 3 ヶ月へ変更した。 

第 25 条（時間外及び休日勤務）「本人の同意の上で」の文言を追加

した。 

第 56 条（退職）「会社の承認を得るものとする」を「所定の手続きを済

ませるものとする」へ変更した。 

第 67 条（危険有害業務の就業制限）を追加した。 

第 83 条（その他あらゆるハラスメント）「労働者の国籍・信条又は社会

的身分等を理由とした、賃金・労働時間・その他の労働条件の差別

的取扱いをしてはならない。」の一文を追加した。 

第 85 条（相談・苦情窓口利用者等の保護）を追加した。 

第 87 条（結社の自由・団体交渉権の尊重）を追加した。 

第 7 条、第 67 条、第 85 条、第 87 条を追加し、旧第 7 条以下を繰り

下げる。 

塚原敬太郎 右田耕一 
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2023/4/24 -04 第 37 条（年次有給休暇） 

1 項 4 月～9 月に入社した者は基準日を「4 月」から「10 月 1 日」へ

変更した。 

10 月～3 月に入社した者は基準日を「10 月」から「4 月 1 日」へ変更

した。「※2023 年 5 月 1 日以降入社の者に適用する。ただし、2021

年 6 月 30 日以前に入社した者はこの限りではない。」の一文を追加

した。 

【年次有給休暇付与日数表】の「入社日：3 日」付与を削除し「入社後

6 ヶ月：7 日」付与を「10 日」付与へ変更した。 

「勤続 1 年 6 ヶ月以上の者」を「勤続 1 年を超えた基準日」へ変更し

た。 

「勤続 2 年 6 ヶ月以上の者」を「勤続 2 年を超えた基準日」へ変更し

た。 

「勤続 3 年 6 ヶ月以上の者」を「勤続 3 年を超えた基準日」へ変更し

た。 

「勤続 4 年 6 ヶ月以上の者」を「勤続 4 年を超えた基準日」へ変更し

た。 

「勤続 5 年 6 ヶ月以上の者」を「勤続 5 年を超えた基準日」へ変更し

た。 

「勤続 6 年 6 ヶ月以上の者」を「勤続 6 年を超えた基準日」へ変更し

た。 

塚原敬太郎 三代博文 

2023/7/1 -05 第 6 条（応募者の提出書類）の「1 履歴書（自筆で最近３ヶ月以内の

写真添付）」は時世に適さないため「自筆で」を削除した。 

第 71 条（表彰の種類）の「3 功労表彰」「4 篤行表彰」は社名変更前

に運用が廃止になっていたため削除した。 

第 74 条（功労表彰）は社名変更前に運用が廃止になっていたため。 

第 75 条（篤行表彰）は社名変更前に運用が廃止になっていたため。 

塚原敬太郎 右田耕一 

2024/7/1 -06 第 1 条（目的）本規定を適用しない従業員として「マイスター社員」を

追記。「嘱託社員」を削除。 

第 57 条（定年退職） 

1「解雇事由又は退職事由に該当しない者」以下を全削除。 

「解雇事由又は退職事由に該当しない者」以下に「については、エ

ルダー社員就業規則及びマイスター社員就業規則の労働条件を本

人が確認の上で選択できるものとし、エルダー社員又はマイスター

社員として継続雇用する。」を追記。 

2「前項の場合において、次の表の左欄に掲げる期間における当該

基準の適用については、同表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ

右欄に掲げる年齢以上の者を対象に行うものとする。」と 2 の表を、厚

労省の経過措置期間終了の為、削除。 

3「再雇用の条件に関してはエルダー社員就業規則または嘱託社員

規程によるものとする。」を削除。 

尚、上記改訂はハローワーク平塚の指導により行った。 

右田耕一 右田耕一 
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2026/2/1 -07 2025 年 7 月 1 日付組織改正に伴い、組織名称変更 

第 40 条 6 隔離休暇の「伝染病予防法適用地域内に居住するとき

は隔離期間」を「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律その他関係法令に基づき、就業制限、入院勧告、外出

自粛要請等を受け、就業することができない期間」へ変更 

第 54 条に休業期間による解雇検討を追加 

第 58 条-2 に解雇予告を追加 

金子 凌也 石塚 義則 

 


